
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期浦幌町子ども・子育て支援事業計画 

（令和３年度）の進捗状況について 

 

 

 

 
 

資料 １ 
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１ 幼児期の教育・保育の充実 
国の基本指針等を踏まえ、教育・保育の利用実績及び利用希望把握アンケート結果から、教育・保育

提供区域ごとに均衡の取れた教育・保育の提供が行えるよう、小学校就学前児童数の推移、教育・保育

施設の配置状況及び地域の実情等を考慮し、認定区分ごとに量の見込みと確保の内容を設定します。 

 

（１）１号認定（３歳以上、保育の必要性なし） 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 26 19 

 １号認定 26 19 

 ２号認定 

（教育ニーズ） 
0 0 

②確保の内容 45 45 

 特定教育・保育施設 

（幼稚園・認定こども園） 
45 45 

 確認を受けない幼稚園 0 0 

差（②－①） 19 26 

認定こども園 19 人 

※確認を受けない幼稚園＝自治体が施設型給付の対象となることを確認する「認定こども園・幼稚

園・保育園」に該当しない、私立幼稚園のこと。 

【確保の方策】 

〇施設型給付（幼稚園）については、少子化の傾向を考慮し、将来的に過剰にならないよう施設数は

現状のままとします。 

〇本町の幼稚園のうち、浦幌幼稚園は令和３年４月にしらかば保育園と統合し、認定こども園に移行

する予定です。引き続き、それぞれの施設において教育・保育利用を希望されていた人数に対応で

きる受皿を確保します。 

 

（２）２号認定（３歳以上、保育の必要性あり） 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 39 51 

 ２号認定 39 51 

②確保の内容 87 87 

 特定教育・保育施設 

（保育園・認定こども園） 
60 60 

 地域型保育事業 0 0 

 認可外保育施設 

（へき地保育所） 
27 27 

差（②－①） 48 36 

認定こども園 45 人、ひまわり保育園 6 人 

【確保の方策】 

〇施設型給付（保育園）については、少子化の傾向を考慮し、将来的に過剰にならないよう施設数は

現状のままとします。 

〇本町の保育園のうち、しらかば保育園は令和３年４月に浦幌幼稚園と統合し、認定こども園に移行

する予定です。引き続き、それぞれの施設において教育・保育利用を希望されていた人数に対応で

きる受皿を確保します。 
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（３）３号認定（０歳、保育の必要性あり） 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 5 2 

 ３号認定（0歳児） 5 2 

②確保の内容 9 9 

 特定教育・保育施設 

（保育園・認定こども園） 
9 9 

 地域型保育事業 0 0 

 認可外保育施設 

（へき地保育所） 
0 0 

差（②－①） 4 7 

                                         認定こども園 2 人 

【確保の方策】 

〇施設型給付（保育園）については、少子化の傾向を考慮し、将来的に過剰にならないよう施設数は

現状のままとします。 

〇適正な定員の確保を図りながら、引き続き事業を実施します。 

 

（４）３号認定（１～２歳、保育の必要性あり） 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 20 20 

 ３号認定（１～２歳児） 20 20 

②確保の内容 38 38 

 特定教育・保育施設 

（保育園・認定こども園） 
30 30 

 地域型保育事業 0 0 

 認可外保育施設 

（へき地保育所） 
8 8 

差（②－①） 18 18 

認定こども園 17 人、ひまわり保育園 3 人 

【確保の方策】 

○施設型給付（保育園）については、少子化の傾向を考慮し、将来的に過剰にならないよう施設数は

現状のままとします。 

○適正な定員の確保を図りながら、引き続き事業を実施します。 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の充実 
 

（１）利用者支援事業 

子ども又はその保護者に身近な窓口等でその相談に応じ、子育てや教育・保育の利用に必要な情報の

提供及び助言などを行うとともに、関係機関との連絡調整を行う事業です。 

利用者支援のみを実施する「特定型」、利用者支援に加えて関係機関との連絡調整、連携・協働体制

づくりなどの地域連携を行う「基本型」、母子保健に関する相談にも対応する「母子保健型」の３つの

類型があります。 

【量の見込みと確保の内容】 

（ア）基本型・特定型 

（単位：か所） 計   画 実   績 

①量の見込み 1 1 

②確保の内容 1 1 

差（②－①） 0 0 

（イ）母子保健型 

（単位：か所） 計   画 実   績 

①量の見込み 0 0 

②確保の内容 0 0 

差（②－①） 0 0 

【確保の方策】 

  〇子育て支援に対する総合的な相談及び案内を行う利用者支援実施のため、引き続きサービスの提供

と周知を充実します。 

 

（２）時間外保育事業（延長保育・休日保育） 

保育園利用者を対象に、保育園、認定こども園で通常の保育時間を超えた預かり保育を行う事業です。 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 0 0 

②確保の内容 0 0 

差（②－①） 0 0 

【確保の方策】 

〇保育時間の前後 1 時間を延長した長時間保育に関しては、従前どおり実施します。長時間保育を超

える部分の対応は、浦幌町ファミリーサポート事業の体制づくりを強化していきます。 

○国の財政支援状況を鑑みて、浦幌町の予算措置を検討の上、実施できるかどうか検討を進めていき

ます。 
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（３）放課後児童健全育成事業（学童保育所） 

就労などの理由で保護者が昼間家庭にいない児童に、放課後や学校休業日に安心して生活する場所を

提供し、心身の健全な育成を図ることを目的にした事業です。 

現在、学童保育所が１か所設置され、小学生低学年を中心に受け入れています。 

【量の見込みと確保の内容】 

（ア）町内合計 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 

１年生 24 20 

２年生 19 16 

３年生 12 16 

４年生 12 6 

５年生 2 2 

６年生 0 4 

計 69 64 

②確保の内容 75 75 

差（②－①） 6 11 

（イ）学童保育所 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 

１年生 20 17 

２年生 13 16 

３年生 12 15 

４年生 8 6 

５年生 2 2 

６年生 0 4 

計 55 60 

②確保の内容 55 60 

差（②－①） 0 0 

（ウ）上浦幌児童クラブ 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 

１年生 4 3 

２年生 6 0 

３年生 0 1 

４年生 4 0 

５年生 0 0 

６年生 0 0 

計 14 4 

②確保の内容 20 20 

差（②－①） 6 16 

【確保の方策】 

 〇学童保育所は、幼稚園施設を利用していますが、令和３年に認定こども園の新設に伴い移転するた

め、他の施設を活用し、放課後に地域住民との交流や遊び、体験、学びを通して、子どもたちに安

全かつ健全な居場所を提供します。 

○「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後子ども教室の導入及び学童保育所との一体型の

実施について検討するとともに、学校施設の活用や十分な受皿の確保に努めます。 

○発達障がいのある子どもなど、特別な支援が必要となる児童への対応については、放課後等デイサ

ービスと合わせた利用などを検討します。 
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（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、

宿泊を伴う保育を行う事業です。 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 0 0 

②確保の内容 0 0 

差（②－①） 0 0 

【確保の方策】 

 ○事業の実績はありません。国の財政支援状況を鑑みて、浦幌町の予算措置を検討の上、実施ができ

るかどうか検討を進めていきます。 

 

（５）乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握

を行う事業です。 

本町では、「こんにちは赤ちゃん事業」として、生後４か月未満の乳児のいる全ての家庭を保健師が

訪問します。 

訪問では、赤ちゃんの体重を測ったりママのお話を伺いながら、赤ちゃんの順調な発育やママの産後

の体調回復等を確認します。 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 20 21 

②確保の内容 20 21 

差（②－①） 0 0 

【確保の方策】 

○引き続き、全戸訪問を行います。 

 

（６）養育支援訪問事業 

養育支援が必要であると判断した家庭に対し、保健師がその家庭を訪問し、保護者の育児、家事等の

養育能力を向上させるための支援（相談支援、育児・家事援助など）を行う事業です。 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 21 21 

②確保の内容 21 21 

差（②－①） 0 0 

【確保の方策】 

○保健師による訪問を行い、養育者に対し身体的、精神相談・指導を行います。 

○事業の認知度を高めるため、利用者に対する広報活動を推進します。 
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（７）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相談、園庭開

放、情報提供等を実施する事業です。 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人回） 計   画 実   績 

①量の見込み 1,073 1,058 

②確保の内容 1,073 1,073 

差（②－①） 0 15 

【確保の方策】 

○子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育ての不安・悩みを相談できる身近な場所を提供しま

す。 

○見込み量については、現在の１施設（子育て支援センター）で実施します。（令和３年４月開園予

定の認定こども園に移転、併設） 

○事業の実施の周知を図るために、広報等を活用し、事業の実施の周知を行い事業の利用を促進しま

す。 

 

（８）一時預かり事業 

保護者のパートタイム就労や疾病・出産などにより保育が一時的に困難となった乳児又は幼児につい

て、保育園、認定こども園において不定期で一時的に預かる事業です。 

【量の見込みと確保の内容】 

（ア）幼稚園における在園児対象の一時預かり事業（幼稚園型） 

（単位：人日／年） 計   画 実   績 

①量の見込み 1,575 411 

 １号認定 1,575 411 

②確保の内容 人日／年 7,400 7,400 

差（②－①） 5,825 6,989 

（イ）保育園等における一時預かり事業（幼稚園型以外） 

（単位：人日／年） 計   画 実   績 

①量の見込み 291 242 

②確保の内容 2,900 2,900 

差（②－①） 2,609 2,658 

【確保の方策】 

○通常の教育時間と連続的に実施される事業であるため、施設の意向に基づき、幼稚園型では教育を

実施する幼稚園及び認定こども園において実施し、幼稚園型を除く保育を実施する保育園、認定こ

ども園では、預かり保育で確保します。 
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（９）病児・病後児保育事業 

病気の治療・回復期にあり、まだ集団生活が難しい子どもについて、医療機関等に付設された専用ス

ペースにおいて、看護師等が一時的に保育等を行う事業です。 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 0 0 

②確保の内容 0 0 

差（②－①） 0 0 

【確保の方策】 

○病児・病後児保育事業は、看護師や保育士等の確保が困難であるだけでなく、場所の確保や施設整

備も必要になることが考えられ、導入が非常に困難な状況にあります。 

○病児・病後児保育事業は共働き世帯等のニーズの強い事業であるため、事業の提供体制の確保に向

けた検討をしていきます。 

 

（10）子育て援助活動支援事業（浦幌町ファミリーサポート事業） 

子どもの預かり等の援助を受けることを希望する人（依頼会員）と、援助を行うことを希望する人（協

力会員）との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 0 9 

②確保の内容 0 9 

差（②－①） 0 0 

【確保の方策】 

○事業の実績はありません。必要に応じて事業の実施を検討します。 

○利用促進を図るため、さらに広報活動や体制整備の充実に努めます。 

 

（11）妊婦健康診査事業 

母子保健法に基づく妊婦健診の確実な実施を図るもので、本町においては妊娠中の妊婦健康診査の健

診費用を 14 回分助成しています。 

【量の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 計   画 実   績 

①量の見込み 21 27 

②確保の内容 21 27 

差（②－①） 0 0 

【確保の方策】 

○母子健康手帳交付時に妊婦健康診査受診券を配布するとともに、医療機関と連携し、妊婦の健康の

保持増進が図られるよう推進します。 

○検査項目や実施時期は母子保健法の規定事項に準じて行っています。計画期間中も、現行の体制を

維持します。 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保育園、幼稚園、認定こども園、へき地保育所の保育料については、国が定める水準に基づいて各市

町村が利用者負担額を設定することとされていますが、施設によっては、教育・保育に係る日用品、文

房具その他物品の購入に要する費用、行事への参加費用等について、保護者から実費徴収を行うことが

想定されます。 

本事業は、施設が実費徴収を行う際に、保護者の世帯の所得状況等を勘案し、町が定める基準に該当

した場合には負担軽減を図るために助成を行う事業です。 

【確保の方策】 

○国の動向に応じ助成を検討していきます。 

 

（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

待機児童解消加速化プランによる保育の受皿の拡大や、「子ども・子育て支援新制度」 の円滑な施行

のために、多様な事業者の能力を活用しながら、保育園、小規模保育などの設置を促進していく事業で

す。 

【確保の方策】 

○地域ニーズに即した保育等の事業拡大を進めるため、事業者が円滑に事業を実施できるよう支援を

検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


